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Ⅱ 防災に備える連絡体制 

 

１．防災時の自主防災組織連絡体制について 

自治会は災害発生の前兆段階からの防災情報の収集に努め気象庁の災害の警戒に関する

情報と住民の避難行動に関する幸手市の避難指示（警戒レベル４相当）情報を収集する。

一旦、警戒レベル３相当（高齢者等避難）または大きな地震(震度６弱以上)が発生した時

は、自主防災細則に基づき直ちに災害対策本部を立ち上げ「自主防災細則第３条の別表

(１)自主防災組織図、別表(２)自主防災組織の役割」を基に下図の連絡体制を整える。 

各班の防災班長との連絡・調整は総務・情報担当部が行う。災害ボランティアに対する

消火・避難誘導の依頼は消火・避難誘導担当部が、救援救護の依頼は救援救護・給水給食

担当部が行う。 

 

防災時連絡体制の運用が円滑に行えるように、緊急時のための下記の①～④を年度毎に

整備しておく。 

① 緊急時の防災連絡体制表  

各年度の自治会役員・班長・防災班長の名簿より作成。別紙書式 1参照。 

② 災害時要支援登録者名簿（会長管理）別紙書式 2参照。 

③ 災害ボランティア名簿（各区長管理）別紙書式 3参照。 

④ 緊急連絡先リスト 別紙書式 4参照。 

災 害 対 策 本 部

災害対策本部長（会長）

副本部長（副会長）

災害対策本部役員

会員に対し

①指定避難場所、避難所へ会員の

避難誘導（避難行動要支援者、他）

②負傷者の救護

③避難行動要支援者の救援救護

④救援物資の受入、配分、炊き出し協力

・対外（市役所他各機関）との広報窓口

・指定避難場所、避難所の設置確認

および救護所の設置確認

・医療機関・消防・警察との連携

消火・避難誘導担当部

総務・情報担当部

救援救護・給水給食担当部

防災班長

災害ボランティア

班内会員に対し

①班内会員への避難の連絡

②安否確認と本部報告

③被害状況、災害状況の本部報告

④指定避難場所、避難所へ会員の

避難誘導（避難行動要支援者、他）

役割

指示・連絡

指示・連絡

役割

確認・連携


